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リスク評価で考慮する気候変動リスク

1

CDP気候変動質問書(2018)回答結果集計※

※「環境省令和元年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱が
集計した結果。当該業務は実施中であり、集計結果には今後修正が加えられる可能性があります。



物理的リスクの要因
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CDP気候変動質問書(2017)回答結果集計※

※「環境省平成30年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱
が集計した結果。
総回答企業数（非公開を除く2003社）に対する、それぞれのリスク要因について回答した企業の数の⽐率



気象災害の影響認識
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CDP気候変動質問書(2018)回答結果集計※

※「環境省令和元年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱が
集計した結果。当該業務は実施中であり、集計結果には今後修正が加えられる可能性があります。



4

CDP気候変動質問書(2018)回答結果集計※

※「環境省令和元年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱が
集計した結果。当該業務は実施中であり、集計結果には今後修正が加えられる可能性があります。
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CDP気候変動質問書(2018)回答結果集計※

※「環境省令和元年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱が
集計した結果。当該業務は実施中であり、集計結果には今後修正が加えられる可能性があります。

気象災害が顕在化する可能性
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低い 中程度 高い 低い ︓可能性が非常に低い+可能性が低い
中程度︓同程度+どちらかというと可能性が高い
高い ︓可能性が高い+可能性が非常に高い+ほぼ確実



6

CDP気候変動質問書(2018)回答結果集計※

※「環境省令和元年度⺠間事業者の気候変動適応策推進のための調査委託業務」でCDP気候変動質問書回答を国際航業㈱が
集計した結果。当該業務は実施中であり、集計結果には今後修正が加えられる可能性があります。

気象災害の影響の大きさ

小さい︓小さい+やや小さい
中程度︓中程度
大きい︓やや大きい+大きい
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気象災害対策事例（計画策定）
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業種国 取組の概要※

医薬品
ドイツ

グループ全体のBCMは、災害の場合であっても全ての主要及
び重要なビジネス活動の中断を防ぐことを目的としており、
複数の調達・バックアップ⽣産拠点によって、重要な原材料
供給と製品⽣産の阻害を防いでいる。

医薬品
米国

全事業所を対象とした部門横断的なコア・チームによる事業
継続計画を実施しており、グローバル、地域、国、設備のバ
リューチェーン(製造設備とサプライチェーン)の規制、運
⽤、物理リスクに対処している。

ｶﾞﾗｽ・土石製品
日本

全世界の主要拠点を対象として地震・強風・洪水などに関す
るリスクを評価し、ハザードリスクを色分けしたハザード
マップを作成し、ハザードリスクの高い拠点でBCPを策定し
ている。

情報通信
米国

サイトレベルのリスクマネジメントでは計画段階から保険会
社を交えた検討を⾏っている。気象災害対策においては、保
険会社の専門知識を取り入れて、床の高さや貯蔵タンクの位
置（地上/地下）の決定などを⾏っている。

※CSR報告書、CDP気候変動質問書2018回答 等に記載された事項を国際航業㈱が抜粋編集。



気象災害対策事例（⾃社レジリエンス）
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業種国 取組の概要※

電気機器
日本

台風の⼤型化や降水量の増加などの気象災害が事業継続のリ
スクとなるため、⼯場新設時には洪水被害を念頭に置いて⽴
地条件を考慮している。

通信・ｲﾝﾌﾗ
日本

通信ネットワークの多ルート化や、通信ビルの防災対策の強
化を実施することで、⾃然災害が発⽣した際に早期復旧がで
きないことによるレピュテーションの低下などの影響の低減
を図っている。

鉄鋼
日本

粉状の鉄鉱石や石炭などが雨水に巻き込まれ、着色した水が
海域等に流出するリスクの防止のため、⼤型の雨水貯水槽を
設置するなど、局地豪雨時等でも異常排水を防止できる対策
を実施している。

情報通信
インド

被災時に従業員の⾃宅勤務を認め、通勤障害を防ぐための交
通⼿段を提供。また、構内で無料の医師・カウンセラーを提
供するなど、健康、安全、⽋席といった労働⼒の悪影響を防
ぎ、それによる操業/事業損失を減らすのに役⽴てている。

※CSR報告書、CDP気候変動質問書2018回答 等に記載された事項を国際航業㈱が抜粋編集。



気象災害対策事例（影響の分散・転嫁）
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業種国 取組の概要※

化学
日本

気象災害による損傷予防のため、(1) 過去最強の風に耐え得
る程度にまで設備強度を高め、(2)地上の⽣産設備の設置高さ
を少なくとも一定の高さまで上げた。また、被害発⽣時の被
害を軽減するため、BCPを策定し、(3)国内外の他⼯場に製造
⼯場を分散し、(4)国内外の他⼯場に実需を上回る余剰⽣産能
⼒を与え、(5)在庫を常に一定水準に維持している。

電気機器
日本

気候変動による風害や洪水被害による調達リスクを最小限に
抑えるために、分散した国・地域にある複数の企業を選定し、
部品・材料の購入を⾏っている。 顧客に直接影響を与える消
耗品については、複数の国で⽣産・調達を実施し、調達リス
クを低減している

原材料・素材
米国

洪水、風雨等による損失から資産を保護するため、設備及び
機械並びに設備の交換費⽤の全損失のカバーを含む財産保険
に加入。加えて、原材料供給の喪失及び顧客業務の喪失によ
る偶発的な⾃然災害の被害による損益の損失から企業を保護
する「業務中断補償」に加入している。

※CSR報告書、CDP気候変動質問書2018回答 等に記載された事項を国際航業㈱が抜粋編集。



気象災害対策事例（モニタリング）
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業種国 取組の概要※

ｶﾞﾗｽ・土石製品
フランス

⾃然災害(洪水、暴風雨)への曝露状況を把握するため、外部
の第三者機関との予防監査・技術監査を実施している。最⼤
のサイトは毎年、他のサイトは少し少ない頻度で評価してい
る。また、事業所ごとに毎年、質問書を⽤いて潜在的気候リ
スクの⾃動評価が⾏われている。

タイヤ製造
イタリア

洪水リスクの発⽣可能性、経済的損失および事業継続性への
影響について監視及び検討し、 この解析に基づき、洪水によ
るリスクと⽣産能⼒の低下による収入の潜在的な減少を管理
している。

※CSR報告書、CDP気候変動質問書2018回答 等に記載された事項を国際航業㈱が抜粋編集。



BCMを用いた気候変動への適応

11

気候変動適応情報プラットフォームの
Webサイトで、日本の事業者向け参考
資料として公開されています。

英国規格協会（BSI）（2014年）
『Adapting to Climate Change 
using your Business Continuity 
Management System』
既に BCM に取り組んでいる組織に対して、
その活動が気候変動への適応を考慮したも
のとするためのガイドブック
「⺠間企業の気候変動適応ガイド」の参考
資料編（88頁~99頁）に概要を掲載



5.パフォーマンス
を評価する

BCMを用いた気候変動への適応
1.組織の状況を

⾒直す

2.リーダーシップ
を確⽴する

3.主要な課題を
理解する

4. 気候変動に
備える

タスク１︓
気候変動の影響を受
ける内部及び外部要
因の特定

タスク３︓
BCMSの適⽤範囲の
⾒直しと修正

タスク２︓
新たな利害関係者と
その要求事項の特定

タスク４︓
トップマネジメント
への提案

タスク６︓
新しい役割・責任・
権限の定義

タスク５︓
事業継続方針の⾒直
しと修正

タスク８︓
気候変動によるリス
クアセスメント

タスク７︓
事業影響度分析の⾒
直しと修正

タスク９︓
適応のための選択肢
の特定

タスク11︓
適応のための優先的
選択肢の選択と実⾏

タスク10︓
事業継続戦略の⾒直
しと修正

タスク12︓
監視、測定、分析、
評価

タスク13︓
マネジメントレ
ビュー


